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監査の結果について 

 
 

 地方自治法第１９９条第１項及び第４項の規定による監査を寒川町監査基準に準拠し
て実施したので、同条第９項の規定により、その結果を次のとおり公表し、同条第１０
項の規定により、意見を提出します。 

  

  
 

 令和７年２月２１日 

 
 

                      寒川町監査委員 後 藤 雅 弘 

                         同    太 田 眞 奈 美 
                              

 

 
１ 監査の種類        

財務監査のうち定期監査 
 
２ 監査の実施期間        

令和７年１月７日から令和７年１月３１日まで 
 
３ 監査の対象部課等      

企画部 企画政策課、学び育成部 学び推進課、環境経済部 環境課 
 

 ４ 監査の対象 
   令和６年度（令和６年４月１日から令和６年１１月３０日まで）の財務及び事務

の執行状況。また、前回実施した監査以降の事務処理状況。 
 

５ 監査の着眼点（評価項目）    

・これまでの監査結果を踏まえ、留意事項等があった事務事業が改善されているか。 
・財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理、事務の執行が法令、規則等
に基づき適切に執行されているか。 

  ・公有財産が適切に管理されているか。 
・予算執行に対して効果的、効率的な事務が行われているか。 

・組織、運営の合理化が図られているか。 

などに着目して監査を実施した。 
 

６ 監査の実施内容    

予算執行、収入、支出などの会計事務処理、契約締結及び履行、事務事業の執行、
補助金事務の正確性や庶務事務の適否などについて、検査資料等の検査のほかヒア
リングを実施し検査した。 

 
７ 監査結果 

 

【企画部 企画政策課】 
令和６年度に係る財務事務等の執行については、概ね適正に執行されているもの

と認められた。なお、軽微な留意事項については、口頭で指導した。 



 

 【学び育成部 学び推進課】 
令和６年度に係る財務及び事務事業については、概ね適正に執行されているもの

と認められた。その他軽微な留意事項については、口頭で指導した。 

 
 【環境経済部 環境課】 

令和６年度に係る財務及び事務事業については、概ね適正に執行されているもの
と認められた。その他軽微な留意事項については、口頭で指導した。 

 

 

８ 監査結果に関する意見 
 

【企画部 企画政策課】 

（１） ブランドスローガン「『高座』のこころ。」の推進について 
寒川町の人口については、改定前の人口ビジョンにおいて、令和２年から人口    

減少が始まると推計されていたが、ここ数年人口数は逓増しており、町がブランド
スローガン「『高座』のこころ。」を積極的に推進してきたことも寄与しているとこ
ろは多大であったと考える。 

   今後も、これまでの取り組みを充実していただくとともに、とりわけ町民等と接
する職員や、その振る舞いが「『高座』のこころ。」を体現する一つの存在として挙
げ続けられるよう、職員の意識の醸成に努められたい。 

 

 【学び育成部 学び推進課】 
（１） 児童クラブ運営事業について  

児童クラブの運営については、学童クラブ創成期から事業に携わってきた、NPO 
法人寒川学童保育会に一者随意契約により委託しているが、契約期間が長期化する
ことによる弊害が生じないよう、契約金額の妥当性や児童クラブの運営方法等につ
いて不断に検証されたい。 

 
（２） 財産管理について  

（仮称）青少年自然の家の用地については、取得以来４０年以上経過しているが、
この間、具体的な活用計画が策定されないまま放置されている。取得用地の課題を
改めて整理した上で、今後の利活用等について検討されたい。 

 

（３） 寒川町放課後子ども総合プラン運営委員会について 

寒川町放課後子ども総合プラン運営委員会（以下、「運営委員会」という。）は、
放課後子ども総合プラン推進事業に係る事業の点検や評価といった重要な事項を
協議するため設置され、公募した町民や、自治会関係者など町長から委嘱された委
員をもって組織されている。 

   現在、町は、町民との協働によりまちづくりを推進することとし、子育て支援や
教育環境の充実などを重要施策として位置づけ、行財政運営を進めているが、運営
委員会は、平成２９年度以来、委員を委嘱していながら開催されていない。 

   こうしたことが、各委員の町政に対する信頼を損なうことに繋がらないよう対応
されたい。 

 
（４） 町立学校の施設利用について 

児童クラブは、町立小学校の一部を管理換え、または行政財産の目的外使用許可
を受け運営されている。こうした児童クラブの町立学校利用に係る手続きの違いに
ついて、考え方を整理されたい。 

   なお、児童クラブの町立小学校の目的外使用については、寒川町立小学校及び中
学校の管理運営に関する規則 第２８条「学校施設等の目的外利用については、教



育委員会が別に定める。」に基づき教育長が許可決定していたということであった
が、「教育委員会が別に定める。」は存在していない。 

   これまで教育長名で許可されていたものが無効になる恐れもあることから、教育
委員会は早急に対応されたい。 

  
 【環境経済部 環境課】 

（１） ごみ・資源物について 

ごみの減量は、持続可能社会の実現や、財政負担を軽減する上でも、町にとって 
重要な政策である。 

本年４月から、ごみ・資源物の収集方法が変更されるが、町民に対して、ごみの 

減量化に向けた意識啓発とともに、４月１日以降、ごみ・資源物の収集が円滑に行
われるよう、引き続き丁寧な説明に努めていただきたい。    

 


